
1 

公開資料	


国土交通省など大規模法人の施設マネジメント 
ASPモデルの活用について 

 
 
 
 
 
 
 

2005年6月23日	
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代表取締役　板谷敏正	
 

弊社の概要 
 
 

プロパティデータバンク株式会社　会社概要　	


■商号 	
 	
プロパティデータバンク株式会社	

■事業内容	
 	
不動産・施設管理のソフトウェア提供および関連業務	

■資本金 	
 	
10,000万円	

■主要株主	
 	
清水建設株式会社	


	
 	
株式会社ケンコーポレーション	

	
 	
オリックスキャピタル株式会社	


　　　　　　　　 	
中央三井アセットマネジメント株式会社	

　　　　　　　　 	
みずほキャピタル株式会社	

　　　　　　　　 	
日本ヒューレット・パッカード株式会社	

■従業員数　 	
30名	

　　　　 	
 	
１級建築士２名、宅地建物取引主任者３名、ＦＰ１名、証券アナリスト１名、  

	
 	
第１種情報処理技術者３名、不動産コンサルタント技能２名	

	
 	
その他、提携開発ベンダー（専属要員）１０名	


■利用ユーザー 	
企業の不動産部門、管財部門、公的法人の管財部門、営繕部門、 
	
 	
アセットマネージャー、プロパティマネージャー、ビル管理会社などを中心に、 
	
 	
全国約7000棟の不動産・施設の管理業務でご利用いただいています。また、官公庁
	
 	
　　　　　　　　自治体では約10万棟の公共施設管理に弊社ソフトが活用されていま

す。	

■所在地 	
 	
東京都港区浜松町１-30-5　浜松町スクエアStudio18階	

　　　　 	
 	
TEL　03-5777-3468　　FAX　03-5777-3436	


	


業界でも随一のＡＳＰサービスに成長	


■ＡＳＰ利用施設数の推移 
　サービス開始から約6年間で、企業の不動産部門、管財部門、公的法人の管財部門、営繕
部門、アセットマネージャー、プロパティマネージャー、ビル管理会社などを中心に、ASPでは、

全国約7，000棟（H19.3月末）の不動産・施設の管理業務でご利用いただいています。	


	


公的法人などのシステム販売実績では10万棟以上	

	


サービス開始からの棟数の推移
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弊社実績　お取引先例　（不動産ファンド、大手企業）	


■ ＡＳＰサービス　＠Ｐｒｏｐｅｒｔｙ　（＠プロパティ） 
　　　　不動産投信    　   	
：JREITファンド各社、プライベートファンド各社	


　　　　商社　　　　  	
 	
：伊藤忠グループ各社	


　　　　金融保険 　　　  　 	
：東京海上日動火災、日本生命新本本社（東京） 

　　　　不動産　　　　　　 　 	
：H不動産、JTBリアルエステート、C商事、長栄等	


　　　　エネルギー関連　　　 	
：東京ガス、電力中央研究所等	


　　　　PM、ビル管理会社　 	
：ビル代行、R社、TS社、C社、N社	


　　　　一般大手企業 　　　 	
：ＹＫＫ、D製薬社、新聞社、日産自動車、松下電器産業	


	


■ パッケージ販売によるシステム構築 
　　　　東京都庁（H14年度　3,000棟の公共施設管理）	


　　　　滋賀県庁（H15年度　3,000棟の公共施設管理）	


　　　　関西電力（H16年度　5,000棟の社有施設の営繕情報管理） 

　　　　全国自治体共同利用（H16年度　約3万棟の共同保全情報センター構築）	


　　　　官庁施設の保全業務支援システム（H16年度　1.7万棟保全情報センター構築） 

　　　　全農（H17年度約3万棟の全国の施設情報管理センター構築） 

　　　　郵政公社次期CALS（H17年度　3万棟の保全不動産管理システム構築）	


施設マネジメントをめぐる動向 
（公共および民間）	
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n  大量の公共施設ストック（官庁） 
官庁施設のストックは平成10年３月末現在において約8,860万ｍ2。近い将来、保全のための

経費が大幅に増加する財政動向 	


n  財政状況（官公庁・自治体） 
平成12年度末の国と地方自治体をあわせた長期債務残高は645兆円に達する。官庁施設の
保全に対する予算はますます厳しい状況	


n  地球環境問題  
我が国のＣＯ２排出量における建築関連の割合は高く、建築物の運用段階における削減対
策を率先して実行する努力が求められている	


公共施設に関する動向（官公庁・自治体）	


官庁施設のストックマネジメント技術検討委員会　報告書/国土交通省大臣官房官庁営繕部ＨＰより�
�

不動産に関する新しい潮流　その１	


	


	


■企業における持たない経営の進展	

　　・ＣＦに基づく資産評価（ＤＣＦ、ＤＤＣＦ）、	


　　・キャッシュフロー向上、運営コスト削減ニーズ増大	


　　・ＲＯＡによる経営的な効率評価	


　　　　　　　　　	


①資産（人・業務）のアウトソーシング化/本業への集中	

　　　　例　日本ＨＰが総務部門はソニーグループにアウトソース　	


②資産（不動産、人・業務）のオフバランス化/本業への集中徹底版	

　　　　例　日産自動車は不動産関連子会社を別資本に売却	


③資産（不動産）のオフバランス化/リースバック	


　　　・企業の財務体質改善、有利子負債返済のためにリースバック 
　　例　不動産、小売、陸運、食料など社屋の証券化進展	


	


　　　　　　	


	


不動産に関する新しい潮流　その２	


	


	


■ノンアセットビジネスの伸長	

　　　　オーナーを支援するプロ集団の登場	


　　　　不動産投資顧問、アセットマネージャー、プロパティマネージャー	


　　　　デューデリジェンス、サービサー、レンダー（プロジェクトファイナンス）など　	


　　　　　　	


	

■ＪＲＥＩＴ（上場不動産投資信託）の登場	

　　　41銘柄登場、資産総額は6兆円を超える	


　　　毎年5000億円以上の不動産を購入（ファンドバブル発生の原因）	


　　　ミドルリスク・ミドルリターンの投資商品として人気	


　　　企業資産のオフバランス化も追い風	


　　　プロ集団による効率的な不動産運用の実施	


　	


　　　　　　	


	


資料　ＪＲＥＩＴの不動産	

西新宿三井ビルディング	
 虎ノ門琴平タワー	


    

                            

ハーモニータワー	


                      

渋谷クロスタワー	

       

Ｑフロント	
 世田谷ビジネススクエア	
 かながわサイエンスパーク	
 新宿野村ビル	


 
ASPモデルの紹介	


	


	


「＠property」の概要　(1) 機能構成	


n 所有建物面積管理 
n 契約・更新・解約 
n 予算・収支管理 
n 未収管理 
n 長期運営計画 
n 事業所税管理 
n リスクマネジメント	


n 日常業務管理 
　　保守・点検・メンテナンス管理 
　　修繕更新管理 
　　不具合・トラブル管理 

n 機器・部材管理 
n クレーム管理 
n エネルギー管理 
n スケジュール管理	


複数資産の基本情報から運用情報分析 
複数資産のクレーム情報、発注情報、資産情報の集約	


n 土地・建築情報管理 
n 建物工事履歴管理 
n 診断評価履歴管理 
n 関連企業管理 
n 電子書庫（書類、図面など） 
n 地図情報リンク	


■プロパティマネジメント	
 ■ビルマネジメント	


■基本情報管理　	


■　ポートフォリオ総合分析機能	


＠Propertyは幅広い機能・データ管理メニューを備えています。	
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「＠property」の概要 
　(2) データ構造／データへのアクセス	


●資産群レベル	


●個別資産レベル	
 ●個別資産として 
　・管理状況把握 
　　・問題業務の抽出	


●資産群として 
　・事業成績、効率、品質を管理 
　　・問題資産の抽出	


●契約・機器部材レベル	


ドリルダウンストラクチャー	


●契約・機器・部材として	

　・保守状況把握	


　　・問題の抽出	

　　　・具体的な改善策	


＠Propertyはポートフォリオからリンクをたど
るだけで原始データに到達できます。	


Ｗｅｂベースの簡単な操作
で直感的にさまざまな情報
にアクセスできます。	


「ITツール」の概要　ＡＳＰ技術の活用	


●発生源入力が可能 
●法人間、遠隔地の情報共有可能 
●投資費用（ＴＣＯ）を抑制 
●最新技術の活用が可能	


下記の共同利用が可能 
　・標準ソフトウェア 
　・高信頼性ハードウェア 
　・システム管理作業 
　・データバックアップ業務 
　・セキュリティー管理作業 
　・障害時対策と復旧作業 
　・ヘルプデスク 
　・バージョンアップ 
　　（最新技術への対応含む）	


データセンター	


各法人・部局	


ASP技術の活用により、短期間でのDB構築とシステムの運用・メンテの省力化を実現	


注１  ASP （ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾛﾊﾞｲ

ﾀﾞ）	


Webを通してｿﾌﾄｳｪｱを提供するﾋﾞｼﾞﾈｽ

で米国で発展し日本でも急成長。顧客

はｿﾌﾄやﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを保有する必要がな

く、投資負担がなく数々のｻｰﾋﾞｽを享受

できる	


ＩＴツールの活用事例	


	


	

●データーバックアップ	


●セキュリティ管理	


●サーバー運用管理	


安全かつ信頼性の高いデータ管理	


3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

Aビル 

（北海道）	


日常活用	


PDBﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ	


日常活用	


Cビル	


（大阪）	


	


日常活用	


Bビル	


（東京）	


日常活用	


3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

損害保険会社（本社）	


	


財務管理　　　　　企画	


　　　    　　	


                 	


Dビル	


（九州）	


インターネットを活用し本社・支社及び関連会社の連携システムを構築	


導入目的） 
　・全国の土地、建物に関する基本台帳をグループ内で整備 
　・会計と連動する不動産管理業務を合理化（プロパティマネジメント業務支援） 
　　不動産フロント業務（契約、入金）　→　バック業務（契約審査、不動産収益決算）への連携　 
　・CFに基づく簡易物件評価などを実施（アセットマネジメント業務支援）	


導入事例「損害保険会社」 
全国300棟の資産管理・不動産収益管理をネットで統合	
 

傘下 

管理会社	


傘下 

管理会社	


傘下 

管理会社	


傘下 

管理会社	


本社会計システム	


●本社会計処理	


●ビル別CF実績管理	


導入事例　電力中央研究所	


首都圏に点在する研究施設の約60棟の保全情報の一元管理を実施。 
群管理対応ソフトウェアと診断業務をセットにした総合コンペを実施（清水・PDBチームが当選） 
導入目的）　　●施設の基本台帳（施設、設備）および図面情報の整備 
　　　　　　　　　●工事履歴やメンテナンス履歴など保全情報の蓄積（計画保全のための基礎データ集約） 
　　　　　　　　　●長期修繕計画の立案 
　　　　　　	


●データーバックアップ	


●セキュリティ管理	


●サーバー運用管理	


安全かつ信頼性の高いデータ管理	


3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

A地区	


日常活用	


ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ	


日常活用	


C地区	


	


日常活用	


B地区	


日常活用	


3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

電力中央研究所	


	


管財部門（総務セクション）　　　    　　	


                 	


D地区	


保全情報一元管理システムを構築	


診断調査	


清水グループ	


診断調査	


清水グループ	


診断調査	


清水グループ	


診断調査	


清水グループ	


●データーバックアップ	


●セキュリティ管理	


●サーバー運用管理	


安全かつ信頼性の高いデータ管理	


3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

港湾局	


日常活用	


財務局　ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ	


日常活用	


市場局	


	


日常活用	


教育局	


日常活用	


3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

       財務局	


	


営繕計画　　　　　技術	


　　　    　　	


                 	


生活文化局など	


庁内イントラネットを活用し財務部門を中心にデータセンターを構築	


保全情報DB構築の目的） 
　・建物、設備に関する保全情報（履歴およびコスト）全部局横断的な情報を集約 
　・光熱用水費や保全費用の比較分析によるコストダウンをねらう 
　・青焼き図面などを電子化などにより保全業務を支援	


導入事例「東京都保全データベース」 
全庁横断で活用できる保全情報DB構築	
 

【東京都保全情報システム】	


東京都所有施設のうち主要施設3000棟の保全情報を一元管理。

施設の基本台帳や設備情報をデータベース化するとともに、関

連する主要図面などの電子化と一元管理を実施。合わせて光熱

用水費や維持管理費用のデータ化にも着手し、将来的には蓄積

データの評価分析による関連施設でのランニングコストダウンを

ねらう。	
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導入事例　官庁・全国自治体共同利用システム	

国土交通省のストックマネジメント指針に基づき、全国自治体や国土交通省が共同で利用するシステムを
構築導入目的）　　●各法人施設の基本台帳（施設、設備）および図面情報の整備 
　　　　　　　　　●工事履歴やコストなど保全情報の蓄積（計画保全のための基礎データ集約） 
　　　　　　　　　●光熱用水費や維持費の集約と分析（コスト削減） 
　　　　　　　　　●上記各データの全国レベルでのベンチマーキング実施 
　　　　　　　　　●各法人単位でのIT導入および運用コストの削減	


●データーバックアップ	


●セキュリティ管理	


●サーバー運用管理	


安全かつ信頼性の高いデータ管理	


3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

A自治体	


日常活用	


ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ	


日常活用	


C自治体	


	


日常活用	


B自治体	


日常活用	


3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

建築保全情報センター	


	


事務局　　　　保全センター	


　　　    　　	


                 	


各整備局	


全国自治体・法人の連携システムを構築	


【自治体共同利用の保全情報システム】	


都道府県・政令指定都市など60の主要自治体が共同で構築。２００

５年４月時点で上記の内約20の自治体が利用を開始。サービス名

称はＢＩMＭＳ。	


【官庁施設の保全業務支援システム】	


国土交通省および関連省庁施設約1.5万棟の保全業務支援を目的

に、2005年６月から利用が開始。保全実態調査の電子化なども盛り

込み業務の省力化とデータの活用による省エネ指導効果をねらう。

サービス名称はＢＩMＭＳ-Ｎ	


	


●データーバックアップ	


●セキュリティ管理	


●サーバー運用管理	


安全かつ信頼性の高いデータ管理	


3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

Aビル 

（九州）	


日常活用	


PDBﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ	


日常活用	


Cビル	


（都内）	


	


日常活用	


Bビル	


（中部）	


日常活用	


3.0 kVA UPS

Power In

RS-232

株式会社ビル代行（本社）	


	


経営幹部　　　事業開発室	


　　　    　　	


                 	


Dビル	


（関東）	


ネットを活用し本社・支社及び全国のビル管理現場の連携システムを構築（株式会社ビル代行

の例）	


IT活用の目的	

　①現場内および全社的な情報の共有	

　②定型レポート出力への活用など日常業務への活用による省力化	

　③管理業務に関する全社的なデータベースの構築と定量分析の実施	


導入事例「ビル管理会社」　	
 
全国のビル管理の最前線をネットで統合	
 

顧客	


●マンスリーレポート	


●月報・日報	


IT活用事例	


全国規模のベンチマーキングによる効果	


各法人における導入効果	


	


全国データベース構築による効果	


●全国施設に関する修繕費、維持管理費、エネルギー費などのベ

ンチマーキングが可能 

●長期修繕計画立案のための基礎データの蓄積が可能 

●共同利用・開発によるデータベース構築のコスト削減が可能	


●全国共通データの分析や各法人へのフィードバック 

　①整備実績が少ない用途施設の保全情報の共有	


　②維持管理費、エネルギー費などのコスト縮減目標設定	


　③ターゲット施設の抽出などが可能	


●定量的なバックデータに基づく長期修繕計画立案が可能 

　　　　　　　・設備、建材ごとの更新、修繕周期	


●施設台帳・設備機器管理、図面管理、工事履歴管理など各 

　施設の保全業務の集中管理による効率化、省力化	


●更新時期分析イメージ	
 

【工事対象　部位・設備ごとの更新時期実績】	


例：屋上防水工事	
 

10	
 20	


事故・不具合に
起因する工事	
 

工事 
発生率	
 

改修工事全体	
 

平均値	


面積あたり	


のコスト	


平均値	

人員あたり	


のコスト	


ターゲット施設	


●光熱用水費分析イメージ	
 

コスト削減が必要な施設群	
 

人員が多いためコストが多い施設	
 

施設面積に余裕があり	

コストがかかっている施設	
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	


計画/段階１　　ベンチマーキングを利用した目標設定及びターゲット施設の抽出	
 全施設のデータベースのベンチ
マーキングにより、各施設の位置

付けを把握することができます。	


例）	


●単位面積あたりの光熱用水費を

用途別に比較	


●全データをバックグラウンドに当

該法人のターゲット施設を抽出	


Y軸データ候補 

（単位面積あたり）	


　光熱用水費	


　　　あるいは	


一次エネルギー換算値	


IT活用事例　某自治体 
ポートフォリオ総合分析を活用した省エネ・省コスト活動	


計画/段階２　改善計画策定のための詳細なデータ分析	


事務所	


面積	


住宅	


【類似施設との比較：年間の光熱用水費総額】	


Y軸データ候補 

（単位面積あたり）	


光熱用水費	


内訳	


同一用途	

同一規模	


同一別原方式の	


平均値	


電気	

	


	


ガス	


	


	


水道	


	


その他	


電気	

	


	


ガス	


	


	


水道	


	


その他	


当該施設	


【類似施設との比較：月別の電気使用料】	


同一用途	

同一規模	


同一別原方式の	


電気使用料平均値	


当該施設	


具体的な計画立案のために詳

細なデータ分析を実施	


例）	


●同一空調方式８例えば電気

式）の同一用途、規模の平均値

を当該施設を実績を比較し、	


削減対象のエネルギー要素を

抽出（例えば電気）	


●電気料金の月別使用料など

の比較により、空調・照明・一般

動力のうちのエネルギー浪費原

因の特定を実施	


【全施設の年間光熱用水費】	


IT活用事例　某材料メーカ 
　ＴＰＭの推進によるコスト改善と安定操業実現の両面の効果	


生産施設などで活用されているTPM（Total Productive Maintenance)では、保全履歴について基本最小限の｢いつ｣｢ど

の設備に｣｢何をしたか｣について記録を蓄積することにより、修繕総額のコスト縮減とトラブルの防止に役立てています。	


当該事例はその概念を活用しています。	


Y軸１　項目別修繕費総額	


予防保全） 

　・時間基準保全 

　　　重要設備のみ実施	


　・状態基準保全 

　　　劣化診断に基づき実施	


事後保全）	


　　　故障、事故、トラブルに起 

　　　因して修理	


時間基準保全	


状態基準保全	


事後保全	


事業所単位などの施設群で実施	


Y軸2　データ候補 

全修繕費総額	


■長年の修繕履歴の蓄積と状態基準保全の推進により修繕費削減をねらう	


原因別に分類した修繕履歴の蓄積を実施するとともに、状態基準保全の推進

を経年的に実施。結果として修繕費総額が削減（数％）されるとともに、事故、

故障、トラブルなどの絶対数を削減。	


X軸　年度	


■リスクベースメンテナンスの実施 
・施設や設備の重要度や状態基準（劣化度）を加味したメンテナンス計画の立案	


建材や設備ごとのリスクや状態を総合管理	
 危険度や劣化度を加味した長期修繕計画	


劣化度、危険度などを記録	


IT活用事例　某エネルギー会社 
リスクベースメンテナンスに基づく長期修繕計画策定	
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現場での導入例とその効果（Ｔ社浦和ビル）	


　●対象施設規模：延床面積　約１８,０００ｍ２（主に電算センターとして利用）	


　●導入状況　　　：１年前より＠プロパティを導入し、管理会社全職員が利用	


　●導入効果	


　　①ＳLAの電子化とともに、契約業務の検証を実施	


　　②スケジュール、クレーム依頼事項、設備機器不具合管理などにツールを活用	


　　③２４時間３６５日の管理体制のもとでの対応状況の情報共有に活用	


　　④クレーム対応業務の内容を精査し、渉外業務などの業務量を把握	


　　⑤対応詳細、原因など管理履歴の定量分析を開始。改善活動にフィードバック	


IT活用事例「ビル管理会社」　 
各現場の情報共有と業務支援を実現	
 

現場での活用状況	
 データ分析例（依頼・クレーム対応）	


全社的な導入と効果	

　●導入状況：関東、中部、九州など全国約３０か所での導入が実現 

　　　　　　　　　PFIプロジェクト、生保案件、学校、Ｒ＆Ｄセンターなど	

　●導入効果	

　　①全現場でのSLAのデータ化と業務検証を実施（全社的な品質の維持・向上）	

　　②約半数の現場で、日報・月報の電子化を実現（省力化と顧客への情報開示）	

　　③全案件の統括管理や分析を開始（全社的な差別力強化へつなげる）	


IT活用事例「ビル管理会社」　	
 
全社的な情報共有とデータの定量分析を実現	
 

データ分析の効果予測（イメージ）	


依頼クレーム対応の経年変化
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日報・月報の電子化（ツール活用）	



